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2はじめに

◼ 2026年度から、現在、週間断面で取引している一次調整力、二次調整力①、二次調整力②、三次調整力①、
複合商品の市場（以下、略称として、「複合市場」という。）の取引タイミングが前日断面（以下、「前日取引化」
という。）となり、取引単位が従来の3時間ブロックから30分コマへ変更（以下、「30分化」という。）となる。

◼ また足元では、第55回本小委員会（2025年4月15日）および第56回本小委員会（2025年6月3日）にて
整理のうえ、2025年6月からは週間商品に対して市場外調整力（自然体余力）の控除を実施しているところ。

◼ 今回、電力需給調整力取引所の取引会員に対して、2026年度の準備状況および市場外調整力控除による
影響等の調査を行ったため、その結果をご報告させていただく。



3（参考） 前日断面への取引スケジュールの変更について

出所）第51回需給調整市場検討小委員会（2024年10月23日）資料3をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_51_haifu.html

◼ 現在の週間商品の前日取引化への移行については、過去の本小委員会において、需給変動リスクの低減や価格
算定の適正化を図る上では前日断面で取引する方が効果的であることを示しており、市場競争環境改善の観点や、
システム対応面を踏まえて、2026年度からの変更となったところ。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_51_haifu.html


4（参考） 市場外調整力（自然体余力）の控除について

出所）第56回需給調整市場検討小委員会（2025年6月3日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2025/2025_jukyuchousei_56_haifu.html

◼ 控除対象となる自然体余力は、実需給断面で調整力として活用可能である必要があるため、「調整力としての機能
があり」かつ「GC時点で蓋然性高く存在する」ことを前提※としている。要因分析を行い、その控除量を決定したところ。

※ 市場外調整力の控除の考え方としては、「何らかの要因で市場応札ができず余力となる調整力」であり、
「応札できない要因への抜本的対策実施までの期間に限定して控除」することが適切であると考えている

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2025/2025_jukyuchousei_56_haifu.html
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7１．事業者アンケート概要

◼ 2026年度から開始される週間商品の前日取引化に向けた準備状況と、2025年6月から実施した市場外調整力
（自然体余力）控除による影響について、需給調整市場の全取引会員（106会員）に対し、資源エネルギー庁
および電力需給調整力取引所とも連携のうえ、2025年7月17日～2025年8月1日の期間でアンケートを実施し、
計47会員からアンケート回答を受領した※。

◼ なお、アンケートの項目は下表のとおりであり、次章でアンケートの回答結果についてお示しする。

※ また、アンケートの回答内容を踏まえ、一部の事業者には回答内容確認のため追加のヒアリングを実施。
※ 各事業者からいただいた本アンケートへのご回答は、現時点での想定であり、今後の環境変化や検討過程において、

変動する可能性がある点は留意が必要。

調査項目 詳細

2026年度に向けた準備状況
（応札見込み量の確認含む）

• 前日取引化および取引単位30分化に向けた準備状況

• 2026年度の応札量の変化見込み

• 振り分け入札の考え方（応札商品の偏り対策）

• 応札を見送る予定のリソースの有無、量、理由および活用先

市場外調整力（自然体余力）
控除による影響

• 応札行動の変容、落札状況および設備投資計画への影響

その他
（ご要望等）

• 2026年度以降の応札量増加に向けた取り組み

• 需給調整市場に関する意見・要望

＜アンケート項目の概要＞



8１．事業者アンケート概要（応札量に係る過去整理）

出所）第35回需給調整市場検討小委員会（2023年1月24日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_35_haifu.html

◼ 第35回本小委員会（2023年1月24日）において、週間取引を前日化することによって、スポット市場における
小売電気事業者が需給変動リスクを織り込んだ予備力として確保する可能性があるのは1%程度となることから、
応札量増加に対する相当の効果が期待できると整理していたところ。

◼ 今回実施の調査において、前日取引化や取引単位30分化をはじめ、2026年度からの制度変更等を踏まえた
応札見込み量について、その規模感の確認をさせていただいた。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_35_haifu.html


9１．事業者アンケート概要（システム面の対応に係る過去整理）

◼ 取引スケジュール変更にあたり、システム面での対応に関して、第37回本小委員会（2023年3月28日）および
第39回本小委員会（2023年6月1日）にて事業者へヒアリングした際、前日取引化のタイミングは2026年度で
あれば対応可能との意見であった。

◼ 今回実施の調査において、改めて前日取引化に加えて30分化に対応するためのシステム面を含めた準備状況に
ついて確認させていただいた。

出所）第37回需給調整市場検討小委員会（2023年3月28日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_37_haifu.html
出所）第39回需給調整市場検討小委員会（2023年6月1日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_39_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_37_haifu.html
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_39_haifu.html


10１．事業者アンケート概要（複合・三次②の振り分け入札に係る過去整理）

出所）第37回需給調整市場検討小委員会（2023年3月28日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_37_haifu.html
出所）第39回需給調整市場検討小委員会（2023年6月1日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_39_haifu.html

◼ 複合市場の前日取引化に伴い、既に前日取引している三次調整力②（以下、「三次②」という。 ）市場と合わせ
二つの前日市場が存在することになるが、2026年度当初においては、需給調整市場システム（以下、「MMS」とい
う。）の改修を伴う抜本的な対策はできないため、場合によっては応札商品の偏りが発生する可能性もあるところ。

◼ この点、今回実施の調査においても、 まずもって極端な偏りが発生しないかどうかの事前確認や暫定的な対策の
検討を踏まえて、取引会員における二つの市場への振り分け入札について、その考え方やシステム対応の有無等の
準備状況について確認させていただいた。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_37_haifu.html
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_39_haifu.html


11１．事業者アンケート概要（応札商品偏りに係る過去整理）

◼ 応札商品の偏り対策としては、現状、MMS改修を伴うシステム対策は検討中であるものの、2026年度の前日取引
化開始当初には間に合わず、必要に応じて、暫定的な対策が必要となる可能性があるとしていた。

◼ この点、調達不足や価格高騰といった応札商品の偏りによって発生しうる課題は、応札量と募集量のバランスにより
顕在化するものと考えられるため、システムに依らない対策（暫定的な対策）としては、現行の応札不足対応の暫
定措置である募集量削減の取組みや商品の上限価格といった対応も一定程度の効果を発揮するものと考えられる。

出所）第53回需給調整市場検討小委員会（2025年1月24日）資料3をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_53_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_53_haifu.html
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13２．調査結果（2026年度における応札量の変化）

◼ 応札量について、前日取引化・30分化により、どのように変化する見込みか確認したところ、各種リスクの低減により
増加見込みが33件、週間商品（複合市場）への応札無しおよび変動無しが8件、その他回答が6件であった。

◼ 応札可能量は、現状よりも増加する見込みであったが、需給調整市場よりも前に実施されるスポット市場の売れ残り
札のみが応札可能となるため、実際の応札量については見通しが立たないという回答も複数確認できた。

項目 回答数 補足事項うち事前的措置
対象事業者※

前日取引化・30分化により増加 33 13 • うち５件は、26年度から参入予定（純増）

週間商品（複合市場）への
応札実績および予定無し

4 - • 三次②のみ参入のため

変動無し 4 -
• 30分化にて継続時間を考慮した1コマ当たりの応札量が

増加する可能性はあるものの、SOC制約で応札可能な
コマ数が減少するため、平均的な応札量は変動無し 等

応札量減少/試算不可 6 5

• 現状はSP市場でのkWh確保も考慮してΔkWへ最大限
応札しているものの、前日化により順番が逆転し、SP後の
余力のみが応札可能となるため、減少が２件

• 約定機会の減少と業務負荷の増大を勘案し、減少が１件
• 試算不可が１件
• 検討中が１件

＜2026年度の制度変更を踏まえた応札量の変化について＞

※ MMSコード別に回答いただいた事業者がいるため、対象事業者数の17社よりも1件多い計18件となる。
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出所）第6回制度設計・監視専門会合（2025年2月28日）資料6
https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_systemsurveillance/pdf/006_06_00.pdf

（参考） 需給調整市場における2025年度の事前的措置の対象事業者

◼ 需給調整市場においては、適正な取引を確保するため、電気事業法に基づく業務改善命令や業務改善勧告等の
事後的な措置に加えて、上乗せ措置として市場支配力を有する蓋然性の高い事業者には、一定の規範に基づいて
入札を行うことを要請する事前的措置を講じている。

◼ 2025年度の需給調整市場における事前的措置の対象事業者は以下のとおり。

https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_systemsurveillance/pdf/006_06_00.pdf
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◼ 現在の週間取引スケジュールにおいては、需給調整市場の複合商品の応札・約定が、卸電力市場よりも前に実施
されているため、調整力（ΔkW）を先取りすることが可能となっている。

◼ 前日取引化となると、“適正な電力取引についての指針” において、スポット市場では「余剰電力の全量を限界費用
に基づく価格で入札することが望ましい」とされており、2026年度以降、スポット市場で約定した供給力（kWh）分
は、調整力として応札することが難しいとの意見があった※。

• SPに入札して約定しなかった
kWh分のみが、ΔkWとして
需給調整市場へ応札可能

• SP約定分の応札は難しい。
（代替供給力が必要となる）

※代替供給力を後の時間前市場等にて調達できる前提であれば、需給調整市場への応札も可能。

現行
フロー

2026
年度
以降

前日

17:00

時間前市場
開場

12:00 14:00 15:00

三次②
約定

三次②
入札

10:00

SP
約定

SP
入札

前週

(次の土曜~金曜分)

月曜
14:00

火曜
14:00 15:00

複合商品
約定

複合商品
入札

17:00

時間前市場
開場

11:30 14:00 15:00

複合市場
三次②市場

約定

複合市場
三次②市場

入札

10:00

SP
約定

SP
入札

• この時点での余剰電力は
全量SPへ入札することが
求められている

• SPの前にΔkWの先取りが可能
• SPでのkWh調達を見込んで、

ΔkWを多めに応札することも可能

前日取引化

• SPよりも市場規模が
相対的に小さい

→調整力に供出した場合、
代替供給力（kWh）
の調達が難しい可能性

（参考） 取引スケジュール変更による調整力の応札影響



16（参考） 適正な電力取引についての指針（望ましい行為）

出所）適正な電力取引についての指針（2025年1月31日）をもとに作成
https://www.jftc.go.jp/hourei_files/denki.pdf

https://www.jftc.go.jp/hourei_files/denki.pdf
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出所）第35回需給調整市場検討小委員会（2023年1月24日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_35_haifu.html

（参考） スポット取引との順序を考慮した調整力確保

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_35_haifu.html


18２．調査結果（システムおよび業務フロー対応状況）

◼ 前日取引化に向けたシステム対応および業務フローの対応状況を確認したところ、”前日化までに完了見込み”
もしくは”改修・変更不要”との回答が大宗を占めており、これらが障壁となって取引に大きな影響が発生する可能性
は低いものと考えられる。

＜2026年度の制度変更に向けた準備状況について＞

項目 回答数 補足事項うち事前的措置
対象事業者※

システム対応

前日化までに完了見込み 33 17 -

前日化後となる見込み 2 1 • 仕様が確定後、改修に着手する予定のため

改修不要/
2026年度以降に参入 12 0

• 改修不要が8件
• 2026年度以降の参入に合わせて構築が4件

業務フロー変更

前日化までに完了見込み 34 16 -

前日化後となる見込み 4 2
• 仕様が確定後、変更に着手する予定のため
• 業務フローの決定後、事前のテスト実施に

期間を有するため

変更不要/
2026年度以降に参入 9 0

• 変更不要が5件
• 2026年度以降の参入に合わせて構築が4件

※ MMSコード別に回答いただいた事業者がいるため、対象事業者数の17社よりも1件多い計18件となる。



19２．調査結果（振り分け入札についての確認）

◼ 前日断面の二つの市場（複合市場と三次②市場）への振り分け入札について現時点での考え方を確認したところ、
”経済期待値が最大化するように実施”と回答した事業者が多く、複合・三次②どちらかの商品に応札が偏った際は、
約定可能性を高めるために、もう一方の商品へ応札を切り替える、といった意見も確認できたが、各事業者は市場の
募集量と約定量のバランスが整うよう応札するわけではないため、応札偏りが生じる懸念が低いとは言い切れないか。

◼ また、“約定可能性が高いと考えられる複合優先”と回答した事業者の多くは、事前的措置の対象事業者であり、
市場動向を踏まえ柔軟な対応可能とも確認できたが、こちらも対応に一定の時間を要することから、前日取引化
初期の応札偏りの要因となる可能性は否定できないか。

※ 複数の考え方を考慮する場合は、それぞれカウント



20（参考） 応札商品の偏りに対する恒久対策案

出所）第53回需給調整市場検討小委員会（2025年1月24日）資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_53_haifu.html

◼ 応札商品の偏り対策に関しては、恒久対策として「市場一本化案」を本案としつつ、次点で「自動エントリー案」を
志向することと整理していたところ。

◼ 両案の改修規模や難易度等を含めた詳細については、今後改めてシステムベンダーも含め確認を進めていくこととし、
2026年度以降の応札状況も踏まえながら、最終的なシステムの改修要否について、検討していく。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_53_haifu.html


21２．調査結果（リソースに係る基本情報）

◼ 回答いただいたリソースに係る基本情報（応札可能商品、属地エリア、電源種別）は以下のとおり。

◼ エリア別では、2025年度および2026年度ともに、東京エリアに関する回答が最も多く、また全エリアで全商品に係る
回答をいただいたところ。

◼ 電源種別では蓄電池に関する回答が最も多く、2026年度にかけての増加数も多く見込まれていることが確認できた。

※ 同一リソースで複数商品、複数エリアに応札している場合、それぞれカウント



22（参考） 2024年4月に実施したアンケートの回答（応札可能商品、属地エリア、電源種）

出所）第47回需給調整市場検討小委員会（2024年5月15日）資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_47_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_47_haifu.html


23２．調査結果（2026年度の想定応札量の確認）

◼ 現時点の応札量および2026年度以降の想定応札量について、ご回答いただいた結果（商品毎）は下図のとおり。

◼ アンケートの結果、2026年度の複合市場の応札量は増加が見込まれる一方で、三次②市場の応札量は減少が
見込まれることが分かった。これは、2025年度以前は三次②へ応札されていたリソースの一部が、複合市場の前日
取引化により、複合市場へ流れることや、一部の事業者が2026年度の応札量を合理的に想定できないため、一定
の割り切りのもと算定していることなどによって生じていると考えられる。
これらの要因から、2025年度応札量実績と2026年度の想定応札量は単純比較できないことには留意が必要か。

◼ また、現時点の応札量では、全商品で火力による応札が最も多い一方で、2026年度の想定応札量では、一次に
おいて蓄電池が火力と同程度の応札が見込まれることがわかった。

◼ 揚水発電について、一般送配電事業者との随意契約は回答に含まれておらず、2026年度以降における随意契約
の取り扱いは、国とも連携の上、別途方向性をお示しすることとしたい。

※ 複合市場の商品については、単独での入札と、複合商品の内訳として入札する量の合算値を記載



24２．調査結果（2025年度必要量実績と2026年度想定応札量の比較）

◼ 複合市場の商品は、 2025年度に取引単位30分化した三次②とは必要量の算定式が異なることから、三次②と
異なり、取引単位30分化によって必要量が大きく変動しないと仮定し、2025年度の必要量実績を基に比較を行う。

◼ 対比を行う必要量は、EPPS動作期待分が控除（2025年4月18日）された後、市場外調整（自然体余力）
が控除（2025年6月14日）される前の必要量が、2026年度の想定される市場環境に近く、適切と考えられるか。

◼ 対比を行った結果、主には一次と二次①ならびに複合において、応札不足が継続する試算となった。
ただし、想定応札量には揚水随契や一定の割り切りによる試算等の影響が含まれている可能性には留意が必要か。

※一次～三次①および複合は2025年4月18日公表の調整力必要量、三次②は2025年4月1日～9月6日までの募集量実績から試算



25（参考） 異常時（電源脱落）対応調整力からのEPPS動作分控除

出所）第55回需給調整市場検討小委員会（2025年4月15日）資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2025/2025_jukyuchousei_55_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2025/2025_jukyuchousei_55_haifu.html


26（参考） 複合市場商品の必要量の算定式

出所）第14回需給調整市場検討小委員会（2019年11月5日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2019/2019_jukyuchousei_14_haifu.html

◼ 複合市場の商品における平常時の予測誤差・時間内変動に対応する必要量は、過去実績に対して3σ相当値で
統計的処理を行い、月別・商品ブロック別に算定を行っている。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2019/2019_jukyuchousei_14_haifu.html


27（参考） 三次②市場の必要量の算定式

出所）第48回需給調整市場検討小委員会（2024年6月26日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_48_haifu.html
出所）第25回需給調整市場検討小委員会（2021年9月17日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_25_haifu.html

◼ 三次②の必要量は、各断面の再エネ予測誤差について、前日6時時点の再エネ予測値をもとに「前日から実需給
の誤差」から、「GCから実需給の誤差」を控除して算定を行っている。

◼ 3時間ブロックにて取引を行っていた際には、30分コマ単位で必要量を算定した後に、該当ブロック内のコマのうち
最大必要量で該当ブロックの募集量を決定していた。

◼ 取引単位30分化によって、各コマの必要量そのもので募集量を決定するようになったため、募集量全体の減少が
見込まれていた。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_48_haifu.html
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_25_haifu.html


28２．調査結果（2026年度以降も応札を見送る予定の確認）

◼ 2026年度以降、需給調整市場の商品要件を満たし応札可能な電源種の内、応札を見送る予定の有無と見送り
予定量の調査を行ったところ、応札を見送るリソースが一定数存在することが確認できた。

◼ 回答数は、全商品において火力が最も多く、商品別では一次、二次①の回答が多い結果であった。

◼ 各商品の応札見送り予定量は、水力（一般）の量が多く確認され、商品別では三次②が最も多い結果であった。



29２．調査結果（事業者から寄せられた応札を見送る理由の一例）

◼ 今回ご回答いただいた、需給調整市場への応札を見送る理由について、回答内容を同様の項目にて取りまとめた上、
下表のとおり整理した。

◼ 見送る理由への対応については、社会コストが過大とならない範囲で、必要に応じて、国をはじめ、EPRXおよび一般
送配電事業者とも連携の上、今後検討を進めていくこととしたい。

電源種 事業者から寄せられた応札を見送る理由の一例

火力

• 電源トラブルによる起動費を取り漏れるリスクを回避するため

➢ 並列運転中トラブルにより、途中から調整力を供出不可となった場合、供出不可コマに計上していた
起動費は事後精算の対象外

➢ 起動工程中にトラブルが発生し、全量が供出不可で未約定扱いとなる場合、事後精算の対象外

• 調整力供出コスト（機会費用含む）回収漏れリスクを回避するため

➢ 持ち下げ供出機が（一部）未約定となった際、ΔkW供出により発電量が増減する分の全量を、
市場規模がスポット市場ほど大きくない時間前市場では、全量を想定市況にて取引できない恐れ

• 燃料不足リスク回避のため

• 他社権利分および相対契約の通告変更期限が、需給調整市場の入札時間後のため

水力（一般） • 河川法・地元協定により、調整力利用が困難なため（制度変更に関係なく供出が困難）

水力（揚水）
• 並列必須要件ネック（一次・二次①）

• 一般送配電事業者との随意契約を実施する可能性があるため

その他（DR等）
• 属地一般送配電事業者の中給システム改修が未了のため※

※ P35記載のとおり、DRの出力変化量による指令は、事業者からの申し込み状況に応じて
中給システム改修を実施する予定



30（参考） 2024年4月に実施したアンケートの回答（応札障壁）

出所）第47回需給調整市場検討小委員会（2024年5月15日）資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_47_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_47_haifu.html


31（参考） 応札障壁の解消に向けた対応状況

◼ 第47回本小委員会（2024年5月15日）においてご紹介した応札障壁に対応する誘導的措置のうち、
考え方Ⅰ・Ⅱに該当する誘導的措置については、対応済みとなっているところ。

出所）第54回需給調整市場検討小委員会（2025年3月4日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_54_haifu.html

※ 考え方Ⅰ：制度的措置導入有無によらず、応札行動促進（事業者リスク低減）のため先行して実施する誘導的措置
※ 考え方Ⅱ：制度的措置導入による状況変化（新たな事業者リスク顕在）を踏まえ、同時実施を目指す誘導的措置

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_54_haifu.html


32（参考） 親子約定ロジック導入の検討

出所）第51回需給調整市場検討小委員会（2024年12月5日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_52_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_52_haifu.html


33（参考） 持ち下げ供出時の起動費計上

出所）第3回制度設計・監視専門会合（2024年11月15日）資料6
https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_systemsurveillance/pdf/003_06_00.pdf

https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_systemsurveillance/pdf/003_06_00.pdf


34（参考） 応札を見送る理由のうち、電源トラブルによる起動費取り漏れの概念図

1コマ目 2コマ目 3コマ目 4コマ目 5コマ目 6コマ目

【運転中トラブルによる一部未回収】
供出したΔkW単価 うち起動費単価分

供出不可となったΔkW単価 うち起動費単価分

出力

1コマ目 2コマ目 3コマ目 4コマ目 5コマ目 6コマ目

【起動中の電源トラブル】

供出不可となったΔkW単価 うち起動費単価分 出力

① 起動費は全額発生

② 電源トラブル発生 ③ 供出不可コマの起動費は
事後精算されないため、
起動費の取り漏れが発生

② 約定コマが全て供出不可となり、
起動費事後精算の対象外となるため、
一部発生した起動費は取り漏れとなる

出力
（kW)

① 電源トラブル発生も、
起動費は一部発生

(円/ΔkW・30分)
出力

（kW)(円/ΔkW・30分)



35（参考） 需要リソースが需給調整市場に参入する際の対応

出所）第56回需給調整市場検討小委員会（2025年6月3日）参考資料1をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2025/2025_jukyuchousei_56_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2025/2025_jukyuchousei_56_haifu.html


36２．調査結果（市場外調整力控除の影響①）

◼ 足下で実施した市場外調整力（自然体余力）の控除によって生じた影響の調査を実施したところ、下表のとおり、
7割強の事業者からは、該当項目において特段の影響は無かった旨の回答が得られたところ。

◼ 一方、影響があったと回答いただいた事業者からは、「市場外調整力（自然体余力）の控除の開始時期が早急で
あると感じた」といったご意見や、「早急な制度変更は、事業者の対応が間に合わず、市場の予見性および信頼性を
損ねる」といったご意見も多く確認された。

◼ なお、現在実施している市場外調整力（自然体余力）の控除は、前日取引化をはじめとする2026年度からの
制度変更によって、現行の自然体余力が大きく減少する（その分応札が増加する）と考えられていることを踏まえて、
2025年度中を一旦の控除適用の期限としている。

◼ この点、本アンケート結果や2026年度の取引実績等を踏まえて、2026年度以降においても、蓋然性高く存在する
自然体余力がある場合は、再度控除を検討する方向と考えているが、上述したご意見も踏まえて、丁寧な議論や、
説明を心がけることとしたい。

項目 影響があった 影響は無かった

応札量や応札価格など、週間商品の応札方針を変更した 11 36

募集量の削減に関係なく、想定外の応札量変動があった 12 35

週間商品の落札割合が減少した 14 33

設備投資計画に修正を迫られた 11 36

<市場外調整力（自然体余力）控除の影響について>



37２．調査結果（市場外調整力控除の影響②）

◼ 市場外調整力（自然体余力）の控除に伴い、「応札方針を変更した事業者」に対して追加調査を行った結果、
応札状況を踏まえて落札しやすいブロック等に応札パターンを変更したケースや、落札する可能性の減少を考慮し、
応札量を減少させたというケースが多く存在することが確認されたため、必要に応じて国と連携し確認することとしたい。

◼ 他方で、少数意見ではあるが、約定期待値を上げるために応札量を増加させたという回答や、落札可能性を上げる
ために応札価格を下げたというケースも確認でき、これは結果的に一定の市場競争を生んでいる形ともいえるか。

変更した応札方針 該当数 変更した経緯

（1） 応札量減少 5

• 落札可能性が減少すると考えたため
• 属地エリアの必要量減少に伴い、経済性を高めるために、スポット市場での

kWh調達を前提とした複合商品への応札を減少させた
• 約定確率を向上させるために、従来は一次単独にて応札していたものを

複合への応札に変更、継続時間が長期化することで充電量の枯渇リスクを
考慮し、応札量を減少させた

【応札量減少リソースの主な活用先】
• スポット市場が3社、時間前・余力が2社

（2） 応札量増加 1 • 約定期待値を上げるため

（3） 応札価格上昇 1 • 落札割合の減少により、従来の価格では固定費回収が困難となったため

（4） 応札価格下落 2 • 落札する可能性を上げるため

（5） 応札パターン変更 6 • 募集量や競合の応札状況に応じて、落札しやすいブロックに変更した

＜市場外調整力（自然体余力） ＞



38（参考） 市場外調整力（自然体余力）の控除に伴う応札行動について

出所）第56回需給調整市場検討小委員会（2025年6月3日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2025/2025_jukyuchousei_56_haifu.html

◼ 市場外調整力控除を検討していた際、事業者の応札行動として、属地エリアの募集量を上限として応札量を決定
することは望ましくないと整理していたところ。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2025/2025_jukyuchousei_56_haifu.html


39２．調査結果（各事業者の応札量増加に向けた取り組み）

◼ 今後の市場取引において、応札量を増やす取り組みの有無について調査したところ、今後、新設蓄電池の運開を
予定している事業者が一定程度存在していることが確認できた。

◼ その他、既設電源にシステム改修等を行い、応動性等を向上させることで、応札量そのものを増加させる取り組みや、
複数商品へ応札が可能となる見込みである、との回答も確認できた。

商品 回答内容抜粋

複合商品

• 新設蓄電池の運開により、応札量が増加する見込み
• システム改修によりネガポジ供出に対応し、応札量が増加見込み
• 持ち下げ供出の実施に向けて、システム改修を実施中
• 新設火力の需給調整市場への参画を検討中

一次調整力 • 新設蓄電池の運開を予定

二次調整力① • 既設蓄電池を二次調整力①に対応できるよう、システム改修を検討中

二次調整力② -

三次調整力① • 既存火力の応動性向上による応札量増加を検討中

三次調整力②
• 水力（一般）の参画を検討中
• 既存火力の参画を検討中

＜今後予定している応札量を増やす取り組み＞



40２．調査結果（その他）

◼ その他、需給調整市場に関わるご要望等についてアンケートを実施した結果、寄せられた主なご意見は下表のとおり。

◼ 今回頂いたご意見やご要望については、応札の拡大が見込まれる理由と同様に、社会コストへの影響も踏まえ、
必要に応じて、国をはじめ、EPRXおよび一般送配電事業者とも連携の上、今後検討を進めていくこととしたい。

No. その他ご要望等

１ • 新規リソースの活用に向けて、固定費に事業報酬を織り込むことを認めていただきたい

２ • 揚水の並列要件ネック解消に向けて、揚水応札拡大方策を継続実施いただきたい

３
• 随意契約自体は否定されるものではないものの、公平性・透明性の観点から、リソース種別や事業者に関係なく、

随意契約の交渉・締結が可能となるようにご検討いただきたい

４
• 起動費等を複合商品と三次②に按分計上したとき、片方不落となった際に起動費の取り漏れが発生するので、

手当をご検討いただきたい

５
• 事業者では予見性のない、自然現象による代替不可申請および電源トラブル時のペナルティ倍率の緩和を

ご検討いただきたい

６ • 高機能リソースの活用に向けて、高速商品へのインセンティブ付与をご検討いただきたい

７ • 少量約定時のアセスメント緩和について、電源差替時のリソースも緩和対象としていただきたい

＜需給調整市場へのご意見やご要望＞



41（参考） 揚水応札拡大方策

出所）第47回需給調整市場検討小委員会（2024年5月15日）資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_47_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_47_haifu.html


42（参考） 電源トラブル時のペナルティリスクおよび強度

出所）第53回需給調整市場検討小委員会（2025年1月24日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_53_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_53_haifu.html
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出所）第49回需給調整市場検討小委員会（2024年7月30日）資料4をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_49_haifu.html
出所）第52回需給調整市場検討小委員会（2024年12月5日）資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_52_haifu.html

◼ 少量約定時のアセスメント緩和は、”一次あるいは二次①が含まれる商品を落札したリソースに限定”としていたが、
電源差替時のリソースを緩和対象とするかについては、システム改修への影響等を踏まえ今後検討としていたところ。

◼ 複数機能を持つリソースを有効活用するという趣旨からは、電源差替時のリソースも緩和対象とすることが望ましいと
考えられることから、システム対応が可能となったエリアから、順次緩和の対象とすることとしてはどうか。

２．調査結果（意見No.７ 少量約定時のアセスメント緩和について）

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_49_haifu.html
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_52_haifu.html
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45３．まとめ①

◼ 今回、2026年度に向けた準備状況および市場外調整力の控除による影響等の調査を行った結果は以下のとおり。

【2026年度に向けた準備状況】

＜準備状況＞

◼ 2026年度の制度変更に向けた、システム対応および業務フロー変更は、大半の事業者が事前に完了見込みであり、
これらが障壁となって取引に大きな影響が発生する可能性は低いものと考えられる。

＜応札の偏り＞

◼ 複合市場と三次②市場への振り分け入札は、 ”経済期待値が最大化するように実施” と回答した事業者が多く、
市場動向を踏まえ柔軟な対応が可能との意見も複数確認されているが、市場における各商品の募集バランスを
考慮しない応札が続く可能性もあり、応札偏りが生じる懸念が低いとは言い切れないか。

＜応札量の見通し＞

◼ 前日取引化および取引単位30分化により、応札量は増加すると回答した事業者が一定程度確認できた。

◼ 一方、制度変更により、余力をスポット市場へ全量応札した後での、売れ残り札のみが需給調整市場へ応札可能と
なるため、実際の応札量については見通しが立たない、あるいは減少するという回答も複数確認された。

◼ 2026年度の想定応札量は、複合市場の応札量増加が見込まれている一方で、三次②は減少が見込まれており、
三次②の減少は、三次②へ応札されていたリソースの一部が複合市場へ流れることで生じていると考えられる。

◼ 2025年度の必要量（4/18 EPPS動作期待分を控除）と比較すると、一次および二次①、複合商品にて不足が
継続する結果となることを確認した。

◼ なお、2026年度の制度変更を踏まえても、応札を見送るリソースが残存することが、一定数確認された。



46３．まとめ②

【市場外調整力（自然体余力）の控除による影響】

◼ 市場外調整力（自然体余力）の控除によって生じた影響の調査を実施したところ、7割強の事業者からは、該当
項目において特段の影響は無かった旨の回答が得られたところ。

◼ 需給調整市場に関する意見・要望では「頻繁な制度変更は、市場の予見性・将来性を損ねる」旨の意見が多く
寄せられたことから、今後は改めて丁寧な議論や、説明を心がけることとしたい。

◼ 今回の調査結果を踏まえると、前日取引化により需給変動リスクは低減し応札量の拡大が見込まれたが、商品に
よっては未達継続する見込みがあるなど、応札量の増加は限定的であり、商品の応札偏りの懸念などもあることから、
今後の対応については、社会コストへの影響も踏まえ、必要に応じて、関係各所と連携の上、検討を進めていくことと
したい。


